
 

意見書案第８号 

 

原子力事故により被災した子どもをはじめとする住民への 

適切な施策の迅速な実施を求める意見書 

 

 東京電力福島第一原発事故から１年７カ月が経過したが、現在も収束のめど

は立っていない。 

 こうした状況の中、低線量の放射線が人の健康に与える影響も科学的に十分

解明されておらず、保護者や妊婦は、放射線の感受性が高い子どもや胎児への

影響に大きな不安を抱えている。 

 ２０１２年６月２１日、第１８０通常国会において、「東京電力原子力事故に

より被災した子どもをはじめとする住民等の生活を守り支えるための被災者の

生活支援等に関する施策の推進に関する法律」が全会一致で可決・成立した。 

 本法律の基本理念（第２条）では、被災者に対する生活支援等の施策につい

て、放射線による影響を受けやすい子どもや胎児の健康被害を未然に防止する

ために、放射線量の低減及び健康管理に万全を期することを含め、子ども及び

妊婦に対して特別な配慮をしなければならないとしている。 

 また、被災者が被災地に居住するか、避難するか、又は避難した後に帰還す

るかについて、被災者自身の自己決定権を認め、そのいずれを選択した場合で

あっても適切な支援をしなければならないとしている。 

 よって、政府においては、被災者の声を真摯に受け止め、本法律に基づき、

原子力事故により被災した子どもをはじめとする住民への生活支援など、具体

的かつ適切な施策を迅速に実施するよう強く要望する。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。 
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